











































































































*8 『1945年,年次法令集』 (タイ語), pp. 353-355.


































は,相場英治｢日タイ同盟とタイ華僑｣, 『アジア太平洋研究』 (成瑛大学) No.13 (1996), p. 47に示している｡

































パッテンと間で, 4項から成るTemporary Military Agreementが締結された｡その第2項(b)は,
Interning all Japanese and German nationals and holding them at the disposal of the Allies; as
>K15ibid., pp. 627-628.
*16タイ国立公文書館(NAT), (2) Sol Ro. 0201.20/1･




































*21 『1945年,年次法令集』 (タイ語) pp. 365-368.
*22タイ外務省文書課, WW 2/4:12/3.



































































ト(Saifahlab Phanich Co., Ltd.)社は,水産加工業を開始するために17名の邦人技術者(ビルマか
らの引揚者が中心で,多くは太洋水産勤務)の残留を要請した｡米人アレクサンダー･マクドナルドは,
台湾総督府出資のタイ語新聞カーオ･パープ社の最新輪転機を用いて,バンコクポスト紙を発刊するに
*28タイ外務省文書課, WW 2/3:15/2. 1946年5月16日付けで江畑朔弥(スリヤ)ら日本人67名がタイ首相に提出した告発陳情
書｡
*29タイ外務省文書課, WW 2/3:15/1.

















































(the list represents a deliberate attempt on the part of the Japanese Embassy to leave behind
them in this country an organization designed to keep alive that aggressive and tyrannical spirit



























































































国PRO, F10193/10193/40 in F0371/63925(1947))｡また英側のみか,タイの委員会からも残留を拒否された者として, 20年
代にジャーナリストとして活躍した宮川岩二(1888年生, 1905年来タイ)や名医の評判があっtc,伸1蔵太(1895年生, 1922年来タ
イ)などがいる｡




































同リストが掲げる72企業の業種内訳払　Machineries&Iron Works 12社, Sawing Industry 2社,






























トをタイ語に全訳して次の著作に掲載した｡ 72社の詳細については同書参照　Phanni Bualek 『日本帝国主義とタイ資本主義の発
展』 (タイ語), 1997, pp. 158-168.
*47タイ外務省文書課, WW 2/4:12/26.なあ横浜正金銀行の資金は1952年7月現在Bureau of Enemy Propertiesの名義で,
タイ国銀行に預金(タイ外務省文書課, WW (Bettalet) 24/6)
*48タイ外務省文書課, WW (Bettalet) 24/6.在タイ米大使館の49年6月15日の報告ではBritish-American Joint Trust A/C "B"
Japanese残高は1609万バーツ余に増大しているが,これは同年1月に泰緬鉄道売却金のうちバーツ貸支払い分, 1420万バ-yが










同日直ちに, ｢連合国に対する敵国人の事業･資産管理に関する政令｣ (Decree on Control and
























5k50 '1945年,年次法令集よ(タイ語) p. 370.
&511948年2月6日付けギ-ヨン法律顧問の意見, WW (Bettalet) 14/3, p. 4のコメント｡ ｢緊急時において-部外国人の事業･
資産を管理する法律｣ (ァ"1941年,年次法令隻』 (タイ語) pp. 1475-1480.参照O
*52タイ外務省文書課, WW (Bettalet) 14/3.1947年12月13日に新しく委員長に任じられたプラヤ- ･ゴーマ-ンタンモントリー
の48年2月6日付け首相宛文書｡











to Heads of Agreementにおいて,連合国が自由に処分できる敵産を,タイ政府は管理することに合意






















































(タイ外務省文書課　WW 2/4:12/20. )ケースとか日本の繊維機械を英米の承認を得て,タイ工業省に売却した(同, WW 2/
4:12/22.)ケースとかがある｡
*60タイ外務省文書課, WW 2/4:12′/9･























































行のBurmかThailand Railway Depositに35万5000ポンドを払い込む｡ 2,英米政府は,上記タイ政府
















外務省は,当時の駐日タイ外交使節団長(Chief of the Thai Diplomatic Mission in Japan)サガ一
･ニンカム--ンに,サンフランシスコ平和条約が発効して日タイ外交関係が再開すると同時に, 37年
締結の友好通商航海条約の適用も再開したい,という公文を提出した｡ 52年4月28日にサンフランシス
コ平和条約が発効し,日タイ外交関係が再開した｡公使に任命されたサガ-は,岡崎外相宛5月2日付
け公文で,適用再開に合意すると答え,かつタイ国が連合国と協力して,日本及び日本人の資産･利益
･権利を差押え,保管,清算,処分した行為に対して,日本は何ら権利を主張することはできない,と
理解していると書いてきたO　これを受けて,日本は同年5月13日付けで,タイ政府による日本資産の処
*69タイ外務省文書課, Ww 2/4:12/3.
^70ibid.
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分については,詳細な説明を要し,かつ平和条約上の日本の権利義務とも関係するので,態度を留保す
ると答えたのであった*71｡
53年10月28日に,日本は,在日タイ大使館だけではなく,英米大使館にも抗議の口上書を提出した｡
日本の抗議の意図は, 52年5月13日にタイに態度留保を伝えていたにも拘わらず,しかも日本こそが平
和条約の権利義務の当事者であり,オプション権を有しているにも拘わらず,平和条約上無関係なタイ
国が何の事前通知もせずに,日本のオプション権行使の機会を奪って,勝手に在タイ日本資産処分に加
担したことは,承認できないということであろう｡確かに,平和条約第16条の文面だけを読めば,タイ
が支払ったと同額程度を,日本が赤十字国際委員会等に支払えば,在タイ日本資産は日本の手に戻る可
能性があったという解釈も成り立つのであるo
タイ政府は, 1954年3月に,平和条約によってではなく,タイ国と連合国との間の特別な合意によっ
て,在タイ日本資産はタイ国に移譲されたのである,連合国の裁量権の範囲内のことであり,平和条約
の範囲内か否かはタイが関知しないことである,と日本に答えた｡
これを受けて, 54年4月23日に日本は再度口上書をタイに提出した｡その中で, 53年10月28日付けの
口上書と同内容の抗議を繰り返したのち, 4月19日付けで,英米に対して10月28目付け口上書-の回答
を急ぐように求めたこと,サンフランシスコ平和条約の締結国ではないタイ国は, 53年7月30日の三国
合意によりタイ政府に移譲された在タイ日本資産の最終処分について,日本との合意が成立しない限り,
何等の権利も有しないととを述べた*72｡
英米両国は54年4月22日付けで,次の公文を日本外務省に提出した｡すなわち,在タイ日本資産処分
に先立ち,かつ53年7月30日の3国合意より相当前に,日本政府に通知したが,日本政府は何等の反対
も示さなかった｡英米は三国合意に基づく処分により,平和条約第16条の日本の義務が,在タイ日本資
産に関しては完全に満たされたとみなしている｡第16条の規定から除外されている資産については,冒
タイ間の直接交渉によるべきである*73｡
上記54年4月22日付けの英米両国の公文に対して,日本は英米が日本に在タイ資産の処分を通知し,
かつ英米が平和条約第16条の日本の義務は履行されたとみなしても,第16条は,,日本の選択権
(option)を認めているので,在タイ日本資産の処分の合意には,日本も参加させるべきであると答え
た｡これについては英米はどう対処するかを, 54年6月28日時点では検討中である,という主旨の報告
を,ルアン｡ピニットアクソ'ン駐日タイ大使は, 54年7月1日付けでタイ外相宛に提出した*74｡
結果的には,タイは1,終戦直後の日本人からの贈与や,タイ人による略奪･横領｡ 2,敵国人資産
委員会によるタイ人利益の保護,同委員会の幹部による横領,タイ企業-の安値払い下げ　3, 53年7
月30日のタイ英米3国の在タイ日本資産の最終処分合意により, 250万米ドルと35万5000ポンドを連合
国に支払って,日本資産を安価に譲り受ける,等々の方法により,相当程度の在タイ日本資産を掌中に
サC71ibid.
*72ibid.
>K73ibid.
MC74ibid.
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したはずである｡
おわりに
本稿は,戦後の日本占領期における日タイ関係を,日本降服直後の日タイ外交関係から始め,在タイ
日本人,日本資産の戦後処理を中心に,明らかにした｡
戦中を通して,日タイ両国間には,公式には同盟関係が維持されたが,戦争の半ば以降,タイ指導者
は自由タイ運動を組織し,連合国との連絡に努めた｡日本の敗戦の翌日には,タイ国王の名で,対英米
宣戦はタイ国民の意思に反したものであり,無効であるという平和宣言を発表して,戦争を終結させたo
今日のタイにおいては,史実とは必ずしも言えない,日本のタイ強制とタイ人の抗日とをオーバーに強
調した戦後製の｢平和宣言史観｣が,罷り通っている｡本稿では,タイの指導者が戦後の困難な国際環
境下において, ｢日本によるフォース説｣を用いて弁明することに,日本の山本大使は内諾を与えたこ
とを明らかにした｡敗戦直後日本側は,タイの困難な国際的立場の改善に協力し, ｢平和宣言史観｣の
形成にも手を貸したのである｡
戦後のタイ政府は,日本人の残留に好意的であった｡タイ政府高官には,日本人を排除する理由はな
く,むしろ日本人をタイに残留させる方がタイの国益に適うと考えた｡タイ指導者には,タイの産業発
展のために,日本人技術者を利用しようとする考えや,戦勝国となった本国を背景にしてタイでの立場
が強くなり,傍若無人な振る舞いも目立つようになった華僑に対するバランサーとして日本人を利用し
ょうとする意図が存在した｡ところが,タイにおける日本の存在に戦前以来不安感や警戒心を有してい
た英国は,在タイ日本人を極力削減しようと努めた｡それはタイ政府の委員会が524名の邦人の残留を
認めたにも拘わらず,英側はそれを146名にまでしぼったことに明白に示されている｡ノ
ー方,在タイ日本文民の資産処理については,日タイの利害は対立的であった｡日本人の抑留は,タ
イ政府と連合国との間の明確な合意に基づいて,タイ政府が実施したが,日本資産の差押えに関しては,
連合国との問に明確な合意が存在しないままに,差し迫った必要からタイ政府は｢連合国に対する敵国
人資産委員会｣を設置した｡同委員会は,連合国の利益保護と同時に,タイ人債権者の利益を保護し,
むしろ後者の利益保護に重点を置いた｡それゆえ日本の降服によって在外日本資産に対する排他的な権
利を獲得した連合国は,同委員会が連合国の国民でもないタイ人の利益保護を優先したことに異議を唱
え,同委員会の権能に制限を加えた｡
在タイ日本資産は,連合国とタイ政府との間の1953年7月30日の合意によって最終処分されたoタイ
政府は連合国に一定額を支払うことで,日本資産を掌中にしたのである｡連合国は,これによってサン
フランシスコ平和条約第16条の日本の義務は,在タイ日本資産に関しては履行されたとみなしたo
しかし,タイと連合国との合意による在タイ日本資産処分は,同条約第16条が認めたオプション権を
行使する機会を日本には与えず,実施されたものであった｡また,タイ政府は,日本政府が在タイ日本
資産の処分についてタイ側に留保の意思表示をしていたにも拘わらず,日本と事前協議することを怠っ
た｡それ故,サンフランシスコ平和条約の発効と同時に外交関係が復活した日タイ間において,在タイ
日本資産問題が最初の大きな懸案となったのである｡
- 161
敗戦後の在タイ日本人および在タイ日本資産に対する強制処分は,在タイ日本人社会に潰減的な打撃
を与えた｡戦前以来の在タイ日本人社会は,邦人の強制送還によって単に人数が大幅に減少したのみな
らず,その中核的なリーダーの大半を失い,かつ日本文民の資産も差押えられ,連合国とタイ国とによ
って処分されたため,人的,物的な基礎を殆ど失ったのである｡
本研究は1997-98年トヨタ財団助成研究｢戦後アジアの日本人経済団体の成立と展開｣の成果の一部
である｡
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